
（仮称）平内風力発電事業設置計画案に係る地域の自然環境、 

景観、歴史・文化等と再生可能エネルギー発電施設との共生を図る見地からの意見 

 

 

１ 総論 

（１）本県の豊かで美しい自然環境、景観、 歴史・文化等は、県民共通の財産であり、こ

れらを良好な状態で未来の世代に継承していくことが必要である。 

一方で、再生可能エネルギーは、地球温暖化の防止に資するとともに地域の活性化そ

の他地域社会の健全な発展にも寄与することに鑑み、自然・地域との共生を前提に、円

滑な導入を促進していくことが重要である。 

   このため、「青森県自然・地域と再生可能エネルギーとの共生制度」の趣旨を踏まえ、

関係市町村と十分に協議するとともに、周辺地域の住民等の理解を得た上で、自然・地

域との共生が図られた設置計画とすること。 

 

（２）今後、設置計画案の内容に変更が生じた場合には、随時、関係市町村と情報を共有す

るとともに、変更の内容に応じて、再度、周辺地域の住民等に対する意見交換会を開催

するなど適切な合意形成を行うこと。 

 

（３）再生可能エネルギー発電施設の設置に当たっては、共生条例ガイドラインの内容を踏

まえるとともに、青森県自然・地域と再生可能エネルギーとの共生に関する条例のほか、

関係法令及び関係条例を確実に遵守すること。 

 

２ 地域区分 

（１）事業実施想定区域には、保全地域の構成要素である、地域森林計画対象民有林、青森

県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例第６条第１項の規定による保全

地域が含まれる。 

   保全地域は、共生区域となる場合を除き、再生可能エネルギー源を電気に変換する施

設の設置はできない地域である。このため、設置計画の検討を進める場合は、市町村が

共生区域の指定を受けることを念頭に置いて、当該区域の自然環境等に対する影響を

できる限り低減するなど地域との共生が図られるよう努めること。 

 

３ 配慮すべき事項・エリア等 

（１）平内町の基幹産業である養殖ホタテについては、近年の記録的な高水温の影響等によ

り大量へい死が発生し、漁業者や地域経済に深刻な影響が生じている。 

   このため、風力発電事業がホタテ養殖業や陸奥湾の生態系に与える影響について、特

に水質汚濁の観点から十分に調査、予測・評価するとともに、その結果を踏まえ、ホタ

テ養殖業の持続的な発展及び陸奥湾の豊かな自然環境の保全に支障がないようにする



こと。 

 

（２）事業実施想定区域の周辺には、青森県のふるさと眺望点に指定されている、「夜越山

山頂」が存在していることから、今後の環境影響評価手続において、主要な眺望景観へ

の影響を適切に予測し、風力発電施設の配置等の検討を行うなど、ふるさと眺望点から

の景観の保全に配慮すること。 

   特に、景観については、最大垂直見込角等の定量的な評価のみで支障の有無を判断す

ることができないことから、地域が守りたいと考える景観が損なわれることのないよ

う、設置計画の早い段階からフォトモンタージュなどを活用しながら、県及び関係市町

村の景観担当課並びに周辺地域の住民等の意見を聴き、風力発電施設の配置等の検討

を行うこと。 

 

（３）浅所海岸を基点とする夏泊半島一帯は、「小湊のハクチョウおよびその渡来地」とし

て国の特別天然記念物に指定されており、平内町の自然環境や歴史・文化を象徴する重

要な地域資源であるとともに、浅虫夏泊県立自然公園としても指定され、良好な景観を

有する観光資源でもあり、町民をはじめ県民の憩いの場となっている。 

このため、事業の実施にあたっては、夏泊半島一帯の価値が損なわれることがないよ

う検討を行うこと。 

 

（４）ハクチョウは平内町の町鳥であり、地域の象徴となっていることから、専門家等の意

見を踏まえながら、ハクチョウの飛翔経路や生態等を適切に調査し、ハクチョウ及びハ

クチョウの渡来地の保全に支障がないようにすること。 

 

４ その他 

（１）再生可能エネルギー発電事業の実施にあたっては、事業実施地域に対して工事や役務

提供業務等の発注を通じて仕事づくりに取組むなど、地域経済の活性化に最大限配慮

すること。 

 

（２）環境アセスメントデータベース（ＥＡＤＡＳ）によると、平内町にこれまで風力発電

施設が設置された例はないことから、周辺地域の住民等が風力発電事業に対して不安

を抱くおそれがある。 

   このため、周辺地域の住民等への情報提供や対話を通じて、風力発電事業による環境

影響、地域への経済効果などを分かりやすく説明し、透明性を確保するとともに、周辺

地域の住民等の声を丁寧に聴き、適切に対応することで、地域との信頼関係を築くよう

努めること。 

 

 



（３）事業実施想定区域の周辺には、漁業権（西共第 45号、第 46号、第 59号及び西区第

119号）が設定された漁場が存在しており、再生可能エネルギー発電施設の設置工事に

伴う濁水等による漁場への影響が懸念されることから、今後の環境影響評価手続にお

いてその影響の程度を明らかにし、関係漁業協同組合等との合意形成を行うこと。 

 


